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日次終値 
200日移動平均 

国 前週末 1週間 1ヵ月間 年初来

日経平均株価 19,943 -0.3% 0.6% 4.3%
東証株価指数（TOPIX） 1,596 0.3 1.3 5.1
東証REIT指数 1,739 0.3 -0.9 -6.3
米ダウ平均株価 21,384 0.5 3.8 8.2
米S&P500指数 2,433 0.1 3.2 8.7
米MSCI REIT指数 1,171 1.3 4.2 2.1
MSCI ワールド（先進国） 1,923 0.0 2.2 9.8
MSCI AC欧州 453 -0.4 -0.4 13.3
MSCI エマージング 1,003 -1.5 -0.5 16.3
MSCI ACアジア（日本を除く） 620 -1.5 1.4 20.5
外国為替市場（対円）

通貨 前週末 1週間 1ヵ月間 年初来

米ドル 110.88 0.5% 0.0% -5.2%
ユーロ 124.15 0.5 0.4 1.0
豪ドル 84.48 1.7 2.6 0.3
ニュージーランド・ドル 80.42 1.1 4.5 -0.7
ブラジル・レアル 33.69 0.7 -4.6 -6.3
メキシコ・ペソ 6.19 2.0 4.9 9.7
トルコ・リラ 31.66 1.2 2.0 -5.4
南アフリカ・ランド 8.65 1.5 3.0 1.4
中国人民元 16.26 -0.1 0.4 -3.3
インドネシア・ルピア (x100) 0.83 0.5 0.2 -3.9
国債市場（利回り、%）

国 前週末 1週間 1ヵ月間 年初来

米国10年 2.15 -0.05 -0.07 -0.29
ドイツ10年 0.28 0.01 -0.10 0.07
日本10年 0.06 0.00 0.01 0.01
ブラジル2年 9.23 -0.17 0.26 -1.80
メキシコ2年 6.85 -0.24 -0.09 0.06
トルコ2年 11.10 0.07 -0.30 0.47
インドネシア2年 6.43 -0.03 -0.22 -1.04
その他

商品 前週末 1週間 1ヵ月間 年初来

金先物（ﾆｭｰﾖｰｸ、期近物） 1,256 -1.2% -0.2% 9.1%
原油先物（ﾆｭｰﾖｰｸ、期近物） 44 -2.4% -8.8% -16.7%
VIXボラティリティ指数 10.0 -3.0% -33.4% -26.1%
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日次終値 
200日移動平均 

日経平均株価の推移 
（円、2016年7月1日~2017年6月16日） 

ドル・円相場の推移 
（1ドル=円、2016年7月1日~2017年6月16日） 

米国2年国債・10年国債利回りの推移 
（2016年7月1日~2017年6月16日） 

Q. 先週の主なイベントは？ 
• 6月13-14日 米国：連邦公開市場委員会（FOMC）、市場予想通り利上げ 
• 6月14日      米国：5月消費者物価指数（前年比）、実績+1.9% 
• 6月14日      米国：5月小売売上高（前月比）、実績-0.3% 
• 6月15-16日 日本：日銀金融政策決定会合、市場予想通り据え置き 

Q. 先週の米国株式市場の動きは？ 
株式指数によって、異なる展開となった。大企業で構成される米ダウ平均株
価が16日に最高値を更新した一方、割高感などが意識され、先々週から軟
調に推移しているITセクターの銘柄が多いナスダック総合指数は、下落した。 

Q. 今週の主なイベントは？ 
• 6月23日      ユーロ圏:6月Markit製造業PMI速報値、市場予想56.8 
• 6月23日      米国:6月Markit製造業PMI速報値、市場予想52.9 

Q. 先週のFOMCのポイントと、今後の利上げや相場の見通しは？ 
• 【FOMCのポイント】 米連邦準備理事会（FRB）は、0.25%の利上げを決

定した。その他の主なポイントとしては、次の3点が挙げられる。①今後の
利上げ見通しは、年内に追加で1回、来年に3回、②FRBの保有資産の縮
小は、年内（早ければ9月）に開始する可能性を示唆、③足元の物価上昇
率の伸び悩みは、「携帯電話通信料」や「処方薬」などの特殊要因が影響
しており、一時的なものであるとの見方を示した。 

• 【14日の金融市場の反応】 同日に発表された米国の物価や小売売上高
の冴えない結果なども影響し、FRBの金融引き締めの継続姿勢にも関わ
らず、米国の長期金利は低下した。金融市場参加者は、今回の利上げは
織り込んでいたが、次回以降の利上げは、まだ十分織り込んでいない。 

• 【今後の利上げ見通し】 筆者は、完全雇用の環境下で、FRBは来年にか
けて緩やかな利上げを継続すると見る。ただし、物価や景気などの経済指
標は、冴えない状況が続くと見ていることから、FRBの足元の利上げ見通
しは、今後、やや下方修正される可能性があると考える。 

• 物価： FRBが指摘した上記の「特殊要因」を除いても、足元の物価上昇
率は鈍化している。また、①労働生産性が低迷する状況下では、失業率
が低下しても賃金は上がりにくく、②原油、石炭、銅、亜鉛など、多くの資
源価格は下落傾向にあり、③帰属家賃の上昇率もピークアウトした可能
性があることなどから、物価上昇率がこれから加速する兆しは見られない。 

• 景気： FRBは来年にかけて底堅い景気見通しを維持しているが、①米国
内では、製造業の景況感がピークアウトし、自動車販売や住宅関連の指
標も冴えない状況が続いていることに加え、②過去にFRBが利上げを中
断した理由に挙げていた、中国の経済に目を向けると、当局による金融引
き締めや人民元高などが続く中、製造業の景況感が悪化している。これら
の材料を考慮すれば、今後、米中の景気は緩やかに減速すると見ている。 

• 【今後の相場見通し】 メインシナリオは、今後も景気と物価上昇がやや冴
えないことにより、米国の長期金利が低位安定し、リスクオンが続くと見る。
ただし、想定以上に速いペースで米中の経済指標が悪化した場合は、リ
スク資産価格は一時的な調整局面に入り、FRBによる年内の追加利上げ
などが実施されない可能性も十分あると考える。 

Japan | June 19, 2017 
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